
品川区障害者住宅設備改善費給付事業実施要綱

制定 昭和６０年８月 要綱第２９７号

改正 平成１２年３月 要綱第 １５号

改正 平成１３年８月 要綱第 １号

改正 平成１４年５月 要綱第 ４８号

改正 平成１５年４月 要綱第 ３７号

改正 平成１９年３月 要綱第 ６２号

               改正 平成２１年３月25日

                           部長決定 要綱第２８２号

               改正 平成２７年３月31日

                           部長決定 要綱第３４４号

（目的）

第１条 この要綱は、品川区障害者地域生活支援事業実施要綱（平成18年10月要綱第

143号、以下「支援要綱」という。）に定めるほか、区内に居住する在宅の重度身体障

害者（児）に対し、その居住家屋の住宅設備の改善に要する費用（以下「設備改善費」

という。）を給付することにより重度身体障害者（児）の日常生活における利便を図る

ことを目的とする。

（適用除外）

第２条 この要綱は、家屋の新築に伴う住宅設備の改善（屋内移動・昇降機設備を除く。）

については適用しない。

（給付種目および給付対象者）

第３条 設備改善費の給付対象は、別表「種目」欄に定めるものとする。

２ 設備改善費の給付を受けることのできる者は、区内に居住する在宅の重度身体障害

者（児）で、別表「対象者」欄に定める要件に該当するものとする。

３「中規模改修」の対象となる住宅改修の範囲は、玄関等の住宅設備の改修を伴う用具

の購入費および改修工事費とする。



（設備改善費の給付）

第４条 設備改善費の給付は、給付を受けようとする者からの申請に基づき、業者への

工事委託による現物で行うものとする。ただし、区長が特に必要があると認めるとき

は、現物給付に相当する金額を給付することができる。

２ 前項の給付は、別表「基準額」欄に定める額を限度として行うものとし、当該工事

委託費用から次条による費用負担額を控除した額を給付額とする。

（費用負担）

第５条 前条第１項本文の規定により設備改善費の給付を受けた者（以下「受給者」と

いう。）またはその扶養義務者は、次の各号に定めるところにより、給付の対象とされ

た住宅設備の改善に要する費用の一部または全部として、当該各号に定める額を工事

受託業者に直接支払わなければならない。

（１） 前条第2項により給付対象となる額に、支援要綱別表に定める所得区分による

負担割合を乗じた額、ただし、同別表の月額負担上限額を超える場合はその額と

する。

（２） 当該の工事委託費用が別表「基準額」を超えている場合は、その超えている額

（設備の管理等）

第６条 受給者およびその扶養義務者は、給付の対象とされた住宅設備を給付の目的に

反して使用してはならない。

２ 区長は、受給者またはその扶養義務者が前項の規定に違反したときは、当該給付に

要した費用の一部または全部を返還させることができる。

（介護保険法に基づく住宅改修費の支給対象者）

第７条 介護保険法に基づく住宅改修費の支給対象者が介護保険法の支給対象となる住

宅改修を行う場合は、介護保険法に基づく住宅改修費の支給を受けてなお不足する部

分のみ設備改修費の給付を受けることができる。

（委任）

第８条 この要綱の施行について必要な事項は、別に福祉部長が定める。



付 則

この要綱は、平成５年４月１日から適用する。

付 則

この要綱は、平成１２年４月１日から適用する。

付 則

この要綱は、平成１３年４月１日から適用する。

付 則

この要綱は、平成１４年７月１日から適用する。

付 則

この要綱は、平成１５年４月１日から適用する。

  付  則

 この要綱は、平成19年4月1日から適用する。

  付  則

 この要綱は、平成21年4月1日から適用する。

付  則

 この要綱は、平成27年4月1日から適用する。



別表（第３条・第４条）

種 目 対 象 者 基 準 額

中規模

改 修

学齢児以上６５歳未満で、下肢または体幹に係る

障害の程度が２級以上の者および補装具として車

いすの交付を受けた内部障害者

１，４１０，０００円

屋内移動

設 備

学齢児以上で、上肢、下肢または体幹の障害を有

する歩行不能な者で、かつ障害の程度が１級以上

の者および補装具として車いすの交付を受けた内

部障害者

機器本体付属器具

９７９，０００円

設置費

３５３，０００円

昇降機 ６歳以上６５歳未満で、下肢または体幹に係る障

害の程度が２級以上の者

８００，０００円


